
社会情勢の変化等について 

運用方針の策定から約 15年が経過し，情勢変化等に十分対応できない状況となっている。 

（１）人口減少，超高齢社会の進行によって開発圧力が低下し，都心部でのスポンジ化が顕在化 

・現運用方針が策定された平成 14 年頃は，全国的には人口が増加しており，本県においては，人口が

ほぼ横ばいを推移している。

・全国人口がピークを迎える平成 20 年頃から，本県の人口減少は拡大傾向となった。

・近年，人口減少・超高齢社会の進行により，都市中心部においても低密度化が進み，空き家や未利

用地が顕在化しつつある。

【課題等】 

・人口減少・高齢化が急激に進行する一方で，市街地の規模は変わらないため，都市中心部では未利

用地が増加し，都市のスポンジ化（※）が顕在化しつつある。

・特に中山間地域の都市部において，日常生活サービスの低下やコミュニティ機能の低下，生活交通

機能の維持，インフラの非効率化等の課題が深刻化し，コンパクトなまちづくりを推進していくこ

とが求められている。

※スポンジ化：都市の内部において，空き地，空き家等の低未利用の空間が，小さな敷地単位で，

時間的・空間的にランダムに，相当程度の分量で発生する現象

（２）東日本大震災や本県の豪雨災害を契機とする，安全な市街地に対する住民意識の高まり 

・斜面地に近接して家屋が立ち並んでいる地域では，土砂災害が発生した場合，大きな被害を受ける

ことが考えられます。

・さらに，近年，雨の降り方が局地化・集中化・激甚化している傾向にあることから，土砂災害等の

発生の危険性も高まっている。

【課題等】 

・災害リスクの高い地域に市街地が存在している状況等が顕著になり，脆弱な都市構造が浮き彫りと

なってきている。

・また，安全な市街地に対する住民意識の高まりとともに，災害リスクの高い地域における災害リス

クを低下させ，被害を最小限に止めることが求められている。

（３）良好な景観形成や地域の個性を生かしたまちづくりなど，都市へのニーズの多様化 

【取組み例】①ファサードの整備，②無電柱化，③道路の美装化等 

・竹原市や庄原市など景観形成の取組が進められているが，一部の地域での取り組みとなっている。 

【課題等】 

・未利用地の増加による景観悪化や氾濫する広告物等により，まちなみや景観を損ねている場合が

ある。

・地域の個性が活かしきれていないといった状況から，多くの人を引き付ける，地域の個性を活か

した魅力溢れる都市づくりを進めることが求められている。

時間雨量５０㎜を超える雨の発生回数が増加傾向

平成 26 年８月 20 日に発生した広島豪雨による土砂災害（被害概要：死者 74 名，家屋全壊 133 戸など）

（気象庁資料より）平成 14 年

広島県砂防課「地域の砂防情報アーカイブ」より

①
② ③

【整備前】 【整備後】

現運用方針策定時

（ひろしま未来チャレンジビジョンより）

平均175回 平均235回平均199回
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広島県都市計画制度運用方針の見直しについて 

１ 広島県都市計画制度運用方針の概要 

（１）目的 

  広島県都市計画制度運用方針（以下，「運用方針」という。）は，本県の都市づくりの透

明化や都市計画制度の明確で積極的な活用，県と市町の都市計画における一層の連携と協

働の実現に向け，県の都市計画の運用に活用させることを目的として策定したもの。 

（２）位置付け 

県が行っている都市計画の制度運用の仕組みや枠組み，考え方などの基本的な事項を定

めており，県が決定することとなる，「広域的観点からみた将来像を示す都市計画区域マス

タープラン」や「個別都市計画」等を，これに基づいて検討・策定することとしている。

また，都市づくりのパートナーである市町に対して，この方針は，都市計画に関して県

が行う技術的助言の基本方針として，市町が決定することとなる，「各市町の将来像を示す

市町都市計画マスタープラン」や「個別の都市計画」等における連携と協働を支えていく

ものとして位置付ける。 

（３）現運用方針の基本的な考え方 

  「成熟社会に対応した分権・誘導型の計画的な広域都市づくり」の推進に向け，都市づ

くりの基本的な視点ごとに次の目標を掲げ，その実現に向けた都市計画制度の一貫した

運用を図る。

①都市の構造に関する目標～市街地の拡散を抑制した都市構造の構築 

    既存の市街地内を中心とした基盤施設の効率的な整備の推進，都市機能集積効果の

維持・強化及び自然環境との調和や保全を図るため，市街地の拡散を抑制した都市構

造を構築する。

②都市づくりの手法に関する目標～都市像の明確化とその透明かつ計画的・効率的な実現 

    都市づくりの主体の多様化等に対応し，都市づくりの透明化・効率化を図るため，

目指す都市像を地域社会の合意として明確化するとともに，その都市像の具体化にお

いても，段階的な合意形成や計画の適時・適切な見直しなどにより円滑に実現する。

③都市づくりの主体に関する目標～地域主体の総合的なまちづくりの実現と広域連携の確保 

    地域の個性や文化の育成をはじめとする地域の実情への柔軟な配慮の要請等に対応

し，住民を含む地域が主体になって総合的できめ細かなまちづくりを推進するため，

市町の主体性を強化・確立するとともに，その施策の広域的な連携と整合性を確保す

る。

【都市計画制度運用方針を体系的に整理した図】 

資料２

①構造

②手法

③主体
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２ 現運用方針において，見直しが必要と考えられる事例について 

（１）現運用方針に記載はあるが，情勢変化に対応できていないと考えれる事例 

（事例１） （事例２） 

（広島県都市計画制度運用方針４頁 第３章１（１）抜粋）

（一部省略）

（現運用方針策定当時の状況） 

・現運用方針を策定した平成１４年当時は，区域区分線の内外で規制の変化がきわめ

て大きいこと等の課題改善に向けた対応として，市街化調整区域における一定の区

域内で，開発を許容する制度について記述している。

（現在の状況） 

③に対する情勢変化等 

・人口減少社会に対応した，集約型都市構造に向けて，拡散した市街地をコンパクト

化して都市の持続性を確保する方向へ転換されてきている。

・市街化区域の縁辺部においては，依然，開発を許容する方針となっている。

（現運用方針策定当時の状況） 

・現運用方針を策定した平成１４年当時は，市町村合併に伴う都市計画区域の再編

や，人口増加等を踏まえた都市計画区域の拡大等について記述している。

（現在の状況） 

①に対する情勢変化等 

・現運用方針を策定した平成１４年以降，市町村合併が進み，平成１８年３月に神辺

町が福山市へ編入されて以降は，市町村合併の動きはない。

・市町村合併に伴って，平成２５年度までに都市計画区域の再編を行った。

・合併後１０年以上経過し，合併直後と比較すると地域の情勢に変化が生じていると

ころもあり，新たな都市計画区域の再編の考え方が整理されていない。

②に対する情勢変化等 

・今後の急激な人口減少社会の到来に向けた都市づくりの方策となっておらず，都市

計画区域の縮小や廃止についての考え方が整理されていない。

【事務局の考え方】 

市町村合併から１０年以上経過し，人口減少社会に対応するため，都市計画区域の

設定（再編，縮小，廃止等）の考え方について検討する必要がある。

（広島県都市計画制度運用方針５頁 第３章１（２）抜粋）

（一部省略）

【事務局の考え方】 

人口減少社会に対応するため，市街化調整区域における開発許可制度の適切な運用に

ついて検討する必要がある。

市街化調整区域

市街化区域

（イメージ１） 
③により 

市街化区域の縁辺部で
開発が進む区域 線引き都市計画区域

（イメージ２） 
「集約型都市構造」として

拡散した市街地を 
コンパクト化して 
都市の持続性を確保する。 

①

②

③

－２－
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（２）現運用方針に記載がないことから，新たに追記する必要がある視点

○「都市の構造に関する目標」の事例 

（事例３）防災都市づくりの視点 

（事例４）都市景観づくりの視点 

（３）見直し又は新たに追記する視点を体系化したイメージ図 

都市施設 

防災都市づくり 

都市景観づくり 

個別都市計画制度の運用方針

（情勢変化等） 

・災害リスクの高い地域に市街地が存在している状況等が顕著になり，脆弱

な都市構造が浮き彫りとなってきている。

・安全な市街地に対する住民意識の高まりとともに，災害リスクの高い地域

における災害リスクを低下させ，被害を最小限に止めることが求められて

いる。

【事務局の考え方】 

災害に強いまちづくりを実現するため，土地利用の規制・誘導，都市構造の改

善，防災に関する普及啓発などを推進することが重要であり，都市計画制度を活用

した方策を検討する必要がある。

（情勢変化等） 

・未利用地の増加による景観悪化や氾濫する広告物等により，まちなみや景

観を損ねている場合がある。 

・地域の個性が活かしきれていないといった状況から，多くの人を引き付け

る，地域の個性を活かした魅力溢れる都市づくりを進めることが求められ

ている。 

【事務局の考え方】 

都市の魅力を高めて，快適に暮らせる都市づくりの実現に向け，都市景観形成

の推進，地域の個性を活かした都市づくり，市街地内の自然・農地の保全等を推進

することが重要であり，都市計画制度を活用した方策を検討する必要がある。 

（事例１）

（事例２）

個別都市計画制度の運用方針 

個別都市計画制度の運用方針 

市街地整備 個別都市計画制度の運用方針

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

※

構造

手法

主体

※

※

※：事例１から４以外にも，今後の見直し作業を進める中で詳細に検討を行う。 

（事例３）

（事例４）

－３－
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１ 都市計画関連法の改正状況について 

｢現運用方針｣の策定（Ｈ14年）以後に改定，制定された都市計画に係る法制度等の概要は次のとおり。

年月 都市計画関連法制の沿革 

H14 ●都市再生特別措置法 

（公布：平成14年4月5日  施行：平成14年6月1日） 

●建築基準法等の一部を改正する法律 

（公布：平成14年7月12日  施行：平成15年1月1日） 

①都市計画の提案制度の創設及び地区計画制度の拡充 

○土地所有者，まちづくりＮＰＯ等は，都道府県又は市町村に対し，一定規模（原則として０．５ｈａ）

以上の一団の土地の区域について，土地所有者等の３分の２以上の同意を得ることにより，都市計画

の決定又は変更を提案することができる。 

○地区住民等が中心となりきめ細やかなまちづくりを進めるツールである地区計画制度についても整

理・合理化が行われ，1つの地区計画で，地区の特性に応じて用途制限，容積率制限等を緩和・強化

できる。 

②容積率等の選択肢の拡充 

○地域ごとのまちづくりの多様な課題に対応できるよう，容積率，建ぺい率，斜線制限，敷地規模制限，

日影制限等の選択肢が拡充。

H16 ●「景観法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」による都市計画法の一部改正 

（公布：平成16年6月18日  施行：平成16年12月17日（景観地区に関する規定は平成17年4月1日）） 

○地域地区において，美観地区を廃止し，景観地区が追加。 

○地区計画における地区整備計画に定める事項として，「建築物の形態又は色彩その他の意匠の制限」

「建築物の緑化率の最低限度」に関する事項が追加。 

H18 ●都市の秩序ある整備を図るための都市計画法等の一部を改正する法律 

（公布：平成18年5月31日  施行：平成19年11月30日（全面施行）） 

①大規模集客施設の立地規制 

○床面積の合計が一万平方メートルを超える劇場，店舗，飲食店等は，第二種住居地域，準住居地域，

工業地域並びに非線引き都市計画区域及び準都市計画区域内の白地地域において，原則として建築し

てはならない。（建築基準法第４８条）：市街化区域の商業、近隣商業、準工業のみ立地可能 

②準都市計画区域制度の拡充 

○農地を含む土地利用の整序が必要な区域等に広く指定できるよう，準都市計画区域の指定要件を緩和

○指定権者を市町村から都道府県に変更 

③開発整備促進区の創設 

○地区計画に開発整備促進区を定めることで、特定行政庁の認定により用途を緩和し、大規模集客施設

の立地を可能にした。 

④都市計画手続きの円滑化，広域調整手続きの充実 

○一定の開発事業者が都市計画提案を行えるよう，都市計画提案者の範囲を拡大。（まちづくり団体を

追加） 

○広域調整の強化のため，都道府県知事が市町村の都市計画決定に対する協議同意を行う際に，関係市

町から意見を聴取できる。 

⑤開発許可制度の見直し 

○市街化調整区域内の計画的大規模開発を許可できる基準を廃止 

○病院，福祉施設，学校，庁舎等の公共公益施設を開発許可の対象に追加 

年月 都市計画関連法制の沿革 

H20 ●地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成２０年法律第４０号）による都市計画

法の一部改正 

（公布：平成20年5月23日  施行：平成20年11月4日） 

○「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（歴史まちづくり法）」に伴い，地区計

画に歴史的風致維持向上地区計画が追加。 

H23 ●地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第

１次一括法）による都市計画法の一部改正 

（公布：平成23年5月2日  施行：平成23年8月2日） 

○三大都市圏等大都市及びその周辺の都市に係る都市計画区域において，都道府県が都市計画を決

定しようとする際の国土交通大臣の同意を要する協議が不要。 

○市が都市計画を決定しようとする際の都道府県との協議について，その同意を得ることが不要。

●地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第

２次一括法）による都市計画法の一部改正 

（公布：平成23年8月30日  施行：平成24年4月1日） 

○地域地区や都市施設に係る都市計画決定が基礎自治体へ権限移譲された。 

H24 ●都市の低炭素化の促進に関する法律（略称：エコまち法） 

（公布：平成24年9月5日  施行：平成24年12月4日） 

○住民や民間事業者と一体となって，コンパクトなまちづくりに取り組むことを目的として「都市

の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）」が制定。 

H26 ●都市再生特別措置法の一部を改正する法律 

（施行：平成26年8月1日） 

①立地適正化計画制度の創設 

  ○都市機能誘導区域，居住誘導区域，（任意：住居調整地域、跡地等管理区域）を指定し，交付

金，規制緩和策，税制措置等により，土地利用を誘導。 

  ○特例制度（提案制度，駐車場の特例，特定用途誘導地区） 

●都市再生特別措置法の一部を改正する法律 第３条による都市計画法の改正 

（公布：平成26年5月21日   施行：平成26年8月1日） 

 ○地域地区に，住居調整地域及び特定用途誘導地区を追加 

 ○住居調整地域及び特定用途誘導地区に関する都市計画は，市町村が定めることに変更 

H27 ●地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第4

5条）による都市計画法の一部改正 

（公布：平成26年6月4日  施行：平成27年4月1日） 

○都市計画区域マスタープランに関する都市計画の決定を都道府県知事から指定都市に権限の移譲 

●都市農業振興基本法、・ 都市農業振興基本計画 

（基本法 公布・施行：平成27年4月22日）（基本計画 策定：平成28年4月） 

 ○都市農業の有する機能の適切かつ十分な発揮を通じて良好な都市環境の形成に資する 

 ○計画的に都市農地の保全を誘導。都市農地の保全，遊休化対策を図るための土地利用規制を導入。

Ｈ28 ●都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行 

（公布：平成28年6月7日   施行：平成28年9月1日） 

○特定用途誘導地区に関する都市計画において定めるべき事項の追加 

●都市計画法施行令の一部を改正する政令 

（公布・施行：平成28年12月26日） 

○公園等の設置が義務付けられる開発区域の面積の規模の最低限度について，地方公共団体が条例

により現行の0.3haから１haを超えない範囲で緩和することが可能 

－１－
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２ 広島県都市計画制度運用方針の見直しに係る「都市計画関連法の改正状況の項目別の整理」 

｢現運用方針｣の策定（Ｈ14年）以後に改定，制定された都市計画に係る法制度等の改正状況は次のとおり。

平成14年度 ～ 平成16年度 ～ 平成18年度 ～ 平成20年度 ～ 平成23年度 ～ 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

法制度の 

改正等 

都市計画の

決定権限の

移譲 

都市計画の

手続き 

開発許可 

制度 

土地利用 

まちづくり 

再開発 

－２－

地域の自主性及び自立性を 

高めるための改革の推進を 

図るための関係法律の整備に 

関する法律 

（第１次一括法 H23.5.2 公布） 

（第２次一括法 H23.8.30 公布） 

都市再生特別措置法の一部を

改正する法律（H26.5.21 公布） 都市再生特別措置法

の一部を改正する法律

（H28.6.7 公布） 

地域の自主性及び自立性を

高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備

に関する法律（第４次一括法 

H26.6.4 公布） 

景観法の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律 

（H16.6.18 公布） 

都市の秩序ある整備を図る 

ための都市計画法の一部を 

改正する法律 

（H18.5.31 公布） 

地域における歴史的風致の

維持及び向上に関する法律 

（H20.5.23 公布） 

○県から市町へ

用途地域等に係る都市計

画決定の権限を，市へ移譲。 

○県から指定市（広島市）へ

区域区分等に係る都市計

画決定の権限を，指定市へ

移譲。 

○県から指定市へ 

(広域都市圏のため，広島市は対象外)

都市計画区域の整備，開発及び保

全の方針の都市計画決定の権限を，

指定市へ移譲。

○市の都市計画決定に係る知事同意協

議の廃止

市が都市計画を決定しようとする

際，県の同意を要する協議であった

が，同意を要しない協議となる。

○都市計画提案制度の創設 

土地所有者，まちづくり NPO

等が都市計画を提案できる制度

が創設される。 

○開発許可基準への

景観計画の追加

条例により，開発

許可基準に景観計

画で定める基準を追

加することが可能。

○都市計画提案制度の改正

都市計画の提案者に，まちづくり公益法人が 

追加される。

○広域調整手続きの充実

県の広域調整機能の強化のため，県が市町

の都市計画決定に対する協議同意を行う際に，

関係市町から意見聴取することが可能となる。 

○開発許可制度の見直し

市街化調整区域内における大規模開発の許

可基準を廃止し，郊外部における大規模開発を

制限。それまで対象とされなかった公共公益施

設についても開発許可の対象として郊外部への

立地が規制。

○立地適正化計画制度の創設

立地適正化計画に，居住誘導区域

都市機能誘導区域等を指定し，交付

金，規制緩和策等により，土地利用を

誘導する。

○地区計画制度の

拡充 

歴史的風致の 

維持・向上のため，

用途制限等の緩和

を認める新たな地区

計画制度を創設。 

○都市再生特別地区の創設

都市再生緊急整備地域内に

おいて，より自由度の高い都市

計画（誘導すべき用途，容積率

の最高限度，建蔽率の最高限度

など）を定めることが可能となる。

○地区計画制度の拡充

容積率の緩和を定めることが

可能となる。再開発促進区の指

定が可能となる。

○用途地域の拡充

用途地域の容積率制限，建蔽

率制限，日影制限等の選択肢が

拡充。すべての用途地域におい

て敷地面積の最低限度の設定が

可能。

○景観地区の創設

より積極的に良好

な景観の形成を図る 

地区について，建築

物や工作物デザイ

ン，高さ，敷地面積

等について総合的

な規制が可能となる

景観地区が創設さ

れる。 

○市街地再開発事業の施行要件の 

見直し

まちなか誘導施設（医療施設，福祉

施設，商業施設等）の整備促進を図る

地区（特定用途誘導地区）で市街地再

開発事業の実施が可能となる。

○都市農業基本法の創設

従来は宅地化すべきとされていた

都市農地を都市にあるべきものへと転

換することを目的として創設。

都市再生特別措置法（H14.4.5 公布） 

建築基準法の一部改正（H14.7.12 公布） 

都市農業振興基本法

（H27.4.22 公布） 

○大規模集客施設の

立地規制

床面積が一万平

方メートルを超える

店舗等が立地可能

な用途地域を

６用途→３用途に

制限，非線引き都

市計画区域の用途

白地地域への立地

も原則不可。
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 上位・関連計画について 

  広島県都市計画制度運用方針の見直しに係る上位計画等の骨子・基本的な方向性について，国の上位関連計画等から，「全国的な社会情勢・課題」，「広島県の社会情勢・課題」，「広島県の特徴・資源・強み」， 

「求められる都市の姿（広島県）」，「求められる取り組みの方向（広島県）」について，各視点からキーワードを抽出した。  
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 見直しの進め方 

（１） 進め方 

 ① 運用方針の見直しは，現運用方針の策定時と同様に，広島県都市計画審議会へ諮

問（※１）し，答申を踏まえるものとする。

※1）広島県都市計画制度運用方針 抜粋 

    Ⅳ 施行等 

    ２ 今後の充実と見直し 

今後，この方針に基づいて具体的な都市計画の検討を進めていく中で，新たな課

題への対応や，方針内容の充実等が必要になった場合は，随時，この方針に加え，

その充実と機能強化を図る。 

また，都市計画法の抜本的な改正などの，この方針の前提となる条件について大

きな変化が生じた場合にも必要に応じて方針内容の見直しを行う。 

なお，この方針を変更する場合には，変更事項について，あらかじめ，市町村等

の意見を聴いたうえで行うものとする。 

さらに，方針内容について全面的な見直しが必要になった場合には，その見直し

の方向について，広島県都市計画審議会の意見を聴いて行うこととする。 

② この答申の取りまとめにあたっては，種々の分野にまたがる専門的な検討及び議

論が必要になることから部会を設置（※２）し，調査を進める。

※２）部会の設置根拠について

広島県都市計画審議会条例 

         第９条  この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，

会長が審議会にはかって定める。 

広島県都市計画審議会運営規程 

         第 15 条 特別の事項及び専門の事項を調査するため，審議会の議決により，

部会を置く。 

（２） 検討組織（案） 

① 検討組織の体制 

現運用方針策定時の組織を参考とした事務局案は次のとおり。 

② 都市政策部会の委員構成 

   現行の運用方針策定時の部会構成員を参考とした事務局案は次のとおり。 

（３）今後の予定 

  平成３０年２月 審議会への諮問，部会設置 

  平成３１年７月 審議会からの答申，運用方針の改定 

都市計画審議会

都市政策部会（新設）

【審議会委員で構成】

都市計画推進協議会

（地域政策局，各部局幹事課）

事
務
局

広島県都市計画制度運用方針の見直し

市町担当者会議

答申

諮問

資料提出

報告

総合調整

意見集約等

（庁外組織） （庁内組織）

都
市
圏
魅
力
づ
く
り
推
進
課

都
市
計
画
課

策定時の構成員 

【都市計画審議会委員からの部会委員】

○学識経験者（１号委員）５名，

○国の行政機関（２号委員）３名，

○市町の長（３号委員）２名

【外部からの専門委員】

○まちづくり関係の専門委員２名

見直しに係る構成員（事務局案） 

【都市計画審議会委員からの部会委員】

○学識経験者（１号委員）８名，

○国の行政機関（２号委員）３名，

○市町の長（３号委員）２名
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